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１．三峰川総合開発事業（河川総合開発事業）の概要

１

○実施箇所（天竜川水系三峰川）
左岸：長野県伊那市高遠町 右岸：長野県伊那市長谷

○計画内容
＜洪水調節機能の強化＞

美和ダムの利水容量280万m3を洪水調節容量に振り替えるとともに、美和ダム貯
水池内の堆砂約200万m3を掘削搬出することで、従来の洪水調節容量と合わせて、
1,620万m3の洪水調節容量を確保し、ダム地点の計画高水流量590m3/sのうち、
350m3/sの洪水調節を行う。また河川整備計画における目標規模に対しては、ダム
地点での流入量660m3/sのうち、250m3/sの洪水調節を行う。

＜恒久堆砂対策＞
美和ダムにおける恒久堆砂対策施設として、土砂バイパス施設（土砂バイパス

トンネル、分派堰、貯砂ダム）を整備し、貯水池への土砂流入を抑制するととも
に、ダム地点における土砂移動の連続性を確保する。
また湖内堆砂対策施設の整備を行い、貯水池への堆砂を抑制するとともに、ダ

ム地点における土砂移動の連続性を強化する。

※ 洪水期の容量を記載

美和ダム再開発前後のダムの諸元

再開発前 再開発後 差 分

形 式 重力式ｺﾝｸﾘｰﾄﾀﾞﾑ 重力式ｺﾝｸﾘｰﾄﾀﾞﾑ －

堤 高 69.1m 69.1m －

流域面積 311.1km² 311.1km² －

利水容量※ 1,035万m³ 755万m³ 280万m³減

洪水調節容量 1,340万m³ 1,620万m³ 280万m³増

総貯水容量 2,995万m³ 2,995万m³ －

再開発前 再開発後 差 分

形 式 重力式ｺﾝｸﾘｰﾄﾀﾞﾑ 重力式ｺﾝｸﾘｰﾄﾀﾞﾑ －

堤 高 69.1m 69.1m －

流域面積 311.1km² 311.1km² －

利水容量※ 1,035万m³ 755万m³ 280万m³減

洪水調節容量 1,340万m³ 1,620万m³ 280万m³増

総貯水容量 2,995万m³ 2,995万m³ －

〈再開発後の貯水池容量配分図〉

洪水調節容量　1,620万m3

発電容量　　755万m3
（かんがい容量400万m3 ）

制限水位　EL 806.1m

死水・堆砂容量
    921万m3

常時満水位水位　EL 815.0m

予備放流水位　EL 803.4m
予備放流容量　302万m3

ダム天端高
EL 817.6m

美
和
ダ
ム

■美和ダム再開発事業 貯砂ダム
（H17完成）

分派堰
（H17完成）

土砂バイパス
トンネル

（H17完成）

堆砂掘削（200万ｍ3）
（H17完成）

利水容量の一部振替
（発電容量280万ｍ3の買取）

湖内堆砂対策施設

 洪  水  調  節

 貯水池堆砂対策

凡例



三峰川総合開発事業における美和ダム再開発事業は、特定多目的ダム事業として実施してきたが、H21.7の天竜川水
系河川整備計画策定を踏まえ、河川総合開発事業として継続することとした。

河川整備計画における美和ダム再開発事業は、既計画に対し、貯水池内の掘削量を減量しており、その結果、貯水池
容量配分が変更となることから、美和ダムにおける排砂計画（計画流入土砂量、土砂収支計画、計画対策量）の見直し
を行うこととした。

これまでの堆砂対策計画での美和ダムへの年平均流入土砂量は
戸草ダム完成後の流入土砂量を確率計算により算出しており、流入
土砂量685千m3/年、掃流砂・浮遊砂160千m3/年としていた。

また新たに設置した排砂バイパスにより399千m3/年をダム下流に
排砂するとともに、ダム湖内に流入した土砂は湖内堆砂対策として
79千m3/年を掘削することとしていた。

なおこの79千m3/年は、美和ダムの有効容量（治水・利水容量）
を保全することを目的に実施することとしていた。

これまでの排砂計画

・貯砂ダム、分派堰、土砂バイパストンネルの建設により、過去の堆砂傾向とは異なるため、シミュレーション
により今後の堆砂傾向を把握する。

・これまでの堆砂対策計画における年平均流入土砂量は、年最大流量と年堆砂量の関係と、確率流量から各確率
規模の年堆砂量を算定していたが、H17に「多目的ダムの建設」が発行され、その中で計画堆砂量の設定の考え
方として年堆砂量の変動評価の考え方が新たに示されたことから、対策規模の設定にあたってはこの考え方を
参考に期待値として湖内対策量を設定する。

・最新の堆砂状況をもとに計画を策定するものとし、最新H-V（H23測量ベース）を使用する。
・治水容量が長期的に保全されるよう計画する。

排砂計画見直しの観点

図 土砂収支図（これまでの計画）

１２．排砂計画見直しの概要 （１）

２



土砂収支の設定方法

S33～H23の54年間の統計値を用いて確率処理を行い、流入土砂量

と対策量の計画値を設定した。

①流入土砂量・計画対策量

②その他の土砂収支（バイパス・放流・堆砂量）

①流入土砂量－計画対策量

622－50－65－30＝477千m3 ⇒残りを割り振り

②S33-H23の予測計算による54年間の平均値

バイパス土砂量： 312千ｍ3/年

放 流 土 砂 量 ： 189千m3/年

堆 積 土 砂 量 ： 54千m3/年

・バイパス土砂量はバイパス操作により従属的に決定されるため、確
率処理を行うことができない。

・バイパス土砂量により貯水池の堆砂量、ダム放流土砂量も変化する。

⇒確率処理は行わず、年平均期待堆砂量から年平均期待対策量を差
し引いた値を、S33～H23の長期計算により算定したバイパス土砂量、
放流土砂量、堆積土砂量の比率で割り振ることで算出した。

土砂収支の設定手順

477千m3をこの割合
で按分

赤字：期待値により算出
青字：流入量と計画対策量の差分

を計算値で割り振り

貯砂ダム
計画対策量：

50千m3/年
分派堰
計画対策量：

65千m3/年
放流土砂量：
163千m3/年

流入量：
622千m3/年

湖 内
計画対策量：

30千m3/年

バイパス土砂量：
268千m3/年

湖内堆砂量：
46千m3/年

572千ｍ3/年

239千ｍ3/年

図 土砂収支図（新たな計画）

流入土砂量・計画対策量については、S33～H23の期間において一次元河床変動計算を実施し、初期河床であるH23
河床を維持することとした場合における毎年の堆砂量を統計量として確率処理を行い、それ以外の土砂収支（バイ
パス土砂量、放流土砂量、湖内堆砂量）については、流入土砂量から計画対策量を差し引いた残りの土量を、河床
変動計算により算定したそれぞれの土砂量の平均値で按分する方法で設定した。

その結果、湖内堆砂対策施設の対象となる対策土量を79千m3/年から30千m3/年に変更することとした。

新たな排砂計画

３

２．排砂計画見直しの概要 （２）



３．湖内堆砂対策施設の見直しの検討 （１）

基本条件

・年排砂量 79,000m3/年

・施設能力 排出量 11,000ｍ3／ｈ

・排砂濃度 約１０％を想定

・排出条件 バイパストンネル運用時

・集泥範囲 美和ダム貯水池全域

作業 図番 数量 名　　　　称 規　　　　　格 備　　考

① １隻 クラムシェル台船 ３．０ｍ3

② ２隻 土運搬船 １００ｍ3積　底開バージ型

③ １隻 押船 1000ps級　総揚量 7.8ｔ

吸
引

④ １隻 土砂吸引設備
ポンプ浚渫船式
水中サンドポンプ、水ジェット付
　11,000ｍ3/ｈ

⑤ １式 排砂管・輸送管
φ600（陸　上　部　：鋼管、
　　　　湖 面 上 部　：フレキシブル管　）

⑥ １式 放流設備 φ 600　高圧スライドゲート

移
送
・

集
積

　浚渫工事において
事業者による配備を
想定

集
積

堤体下流側沢部へ開水路にて導水

EL 808.0

排砂ﾊﾞﾙﾌﾞ室
排砂ｹﾞｰﾄ

汚濁防止膜（自立型）

汚濁防止膜（垂下型）

法先流出防止堤

堤体ﾊﾟｲﾌﾟ
ﾀﾞﾑ天端 EL 817.6

汚濁防止膜（垂下型）法先流出防止堤

汚濁防止膜（自立型）

常時満水位 EL 815.0

制限水位 EL 806.1

汚濁防止膜

堆積したｳｫｼｭﾛｰﾄﾞ
（平均50cm)

堤体下流側沢部へ開水路にて導水

EL 808.0

排砂ﾊﾞﾙﾌﾞ室
排砂ｹﾞｰﾄ

汚濁防止膜（自立型）

汚濁防止膜（垂下型）

法先流出防止堤

堤体ﾊﾟｲﾌﾟ
ﾀﾞﾑ天端 EL 817.6

汚濁防止膜（垂下型）法先流出防止堤

汚濁防止膜（自立型）

常時満水位 EL 815.0

制限水位 EL 806.1

汚濁防止膜

堆積したｳｫｼｭﾛｰﾄﾞ
（平均50cm)

集泥移送吸引排砂

非出水期(10～5月）の作業出水期(6～9月）の作業

①クラムシェル台船

②土運搬船＋③押船
④土砂吸引設備

⑤排砂管：湖面上
(フレキシブル管)

⑥放流設備

集積

⑤輸送管：陸上部
（排砂管～放流設備まで）

吸引箇所への運搬吸引箇所への運搬吸引箇所への集積集積されたｳｫｯｼｭﾛｰﾄﾞの吸引美和ﾀﾞﾑ下流へ排砂

集泥

移送

吸引

排砂

集積

図 湖内堆砂対策計画

排砂計画の見直しにより、湖内堆砂施設規模の縮小が可能となり、施設計画についても見直しを行うこととした。

79千m3/年を対象に、非出水期に集泥、移送、集積し、洪水時にポンプ吸引に
より、ダム下流に排砂させる計画として検討を行ってきた。

これまでの湖内堆砂対策計画

４



図 湖内堆砂対策の工法比較（概要図）

湖内堆砂対策施設については、堆砂対策量30千m3/年を設備規模として、コスト面、安全面、操作性の面などを考
慮し、複数案の中から最適な工法を検討する。

新たな湖内堆砂対策施設の検討

５

３．湖内堆砂対策施設の見直しの検討 （２）

 【案１】 【案２】 【案３】

 【案４】  【案５】

土砂排除工事（水中掘削） 美和ダム直上流案 分派堰直下流案

ストックヤード案（ポンプ浚渫）  ストックヤード案（陸上掘削）

分派堰 貯砂ダム

放流水路

 集泥作業 
湖内浚渫(ポンプ台)

補助トンネル
係留設備

汚濁防止膜

土砂吸引設備

輸送管

集積設備

管理用道路

 

土運船 
(押船＋底開ﾊﾟｰｼﾞ 100m3)

クラムシェル船
(3.0m3) 

輸送管(φ600)

汚濁防止膜

管理用道路

超湿地ブルドーザ

10ｔダンプ
トラック

バックホウ

河床内道路

※ 減電補償により
水位低下後
施工

(12月～3月)



ｲﾆｼｬﾙｺｽﾄ： 9.0 億円 ｲﾆｼｬﾙｺｽﾄ： 38.0 億円 ｲﾆｼｬﾙｺｽﾄ： 35 億円 ｲﾆｼｬﾙｺｽﾄ： 23 億円 ｲﾆｼｬﾙｺｽﾄ： 26 億円

ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ： 5.6 億円/年 ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ： 2.9 億円/年 ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ： 2.8 億円/年 ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ： 2.4 億円/年 ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ： 1.5 億円/年

△ ○ ×

・ランニングコストが最も高
い。
・土砂仮置き場の確保が必要
（上記費用には含まれて入な
い）。
・搬出土砂の受け入れ先の
確保が必要。

・イニシャルコスト、ランニング
コストともに３案、４案に劣る。
・出水時の遠隔操作等の技術
開発が必要であり、直ちに実
現することが難しい。

・イニシャルコスト、ランニング
コストともに４案に劣る。
・出水時の遠隔操作等の技術
開発が必要であり、直ちに実
現することが難しい。

・ストックヤードからの土砂流
下形態については実験等によ
る確認が必要。
・出水時には、遠隔操作によ
るゲート操作を行うだけであ
り、水中ポンプを使用する２
案、３案よりも機械的なトラブ
ルによるリスクが低い。

・ストックヤードからの土砂流
下形態については実験等によ
る確認が必要。
・多目的ダムであり、冬期の
発電運用水位を毎年下げるこ
とが困難。
・陸上掘削では、堆積物の表
土である「ウォッシュロード」の
みを掘削することが難しい。
・運搬前に掘削土の水切りが
必要であり、別途仮置き場が
必要。

評価

選定
工法

コスト
(3万ｍ3/
年対象）

概要

【案５】
ストックヤード案

（陸上掘削）

【案４】
ストックヤード案
（ポンプ浚渫）

【案３】
分派堰直下流案

【案２】
美和ダム直上流案

【案１】
土砂排除工事

　水中掘削して、土質改良
後、土捨て場へ運搬

　通常時に水中掘削し、美和
ダム上流の湖内集泥箇所へ
運搬。
　排砂は、出水時に吸引ポン
プ設備で行う。

　通常時に水中掘削し、分派
堰下流の湖内集泥箇所へ運
搬。
　排砂は、出水時に吸引ポン
プ設備で行う。

　通常時に水中掘削し、分派
堰上流のストックヤードへ運
搬。
　出水時の掃流力により土砂
バイパストンネルへ流入させ
る。

　通常時に美和ダム湖内を水
位低下させ、陸上掘削を行
い、分派堰上流のストック
ヤードへ運搬。
　出水時の掃流力により土砂
をバイパストンネルへ流入さ
せる。

× △

コスト面、操作面（遠隔操作の複雑さ）、出水時の機械的なトラブルリスクの面から【案4】が有利であることか
ら、【案4】を採用。

新たな湖内堆砂対策施設

表 湖内堆砂対策の工法比較（説明一覧）

６

３．湖内堆砂対策施設の見直しの検討 （３）


